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※３年７月判断は、前回４月判断以降、足下（７月末）の状況までを含めた期間で判断している。

前回（３年４月判断） 今回（３年７月判断）
前回
比較

個人消費
感染拡大の影響により、持ち直しのテンポが緩やかに
なっている

感染症の影響により、持ち直しのテンポが緩やかになっ
ている

生産活動
一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しつつあ
る

持ち直しつつある

雇用情勢 感染症の影響により、弱い動きとなっている
一部に底堅さがみられるものの、感染症の影響により、
弱い動きとなっている

公共事業 前年度を下回っている 前年度を上回っている

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている

設備投資 ２年度は前年度を下回る見込みとなっている ３年度は前年度を上回る見込みとなっている

前回（３年４月判断） 今回（３年７月判断）
前回

比較
総括判断の要点

総括判断

新型コロナウイルス感染
症の影響により、厳しい状
況にあるなか、一部に弱
さがみられるものの、緩や
かに持ち直しつつある

新型コロナウイルス感染
症の影響により、厳しい状
況にあるなか、一部に弱
さがみられるものの、緩や
かに持ち直しつつある

個人消費は、百貨店・スーパーで底堅いものとなっている
ほか、ドラッグストア等で順調となっているものの、観光で感
染症の影響により厳しい状況となっていることなどから、全
体としては、感染症の影響により、持ち直しのテンポが緩や
かになっている。

生産活動は、食料品で足踏みの状況にあるものの、化学
で持ち直しつつあることや、電気機械で持ち直していること
から、全体としては持ち直しつつある。

雇用情勢は、一部に底堅さがみられるものの、感染症の
影響により、弱い動きとなっている。
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〔先行き〕
先行きについては、感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種を促進するなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直
していくことが期待される。ただし、感染の動向が地域経済に与える影響に十分注意する必要がある。

愛媛県内経済情勢報告



〔百貨店・スーパー販売状況（前年同月比）〕 （注）全店舗ベース

〔コンビニエンスストア販売状況（前年同月比）〕

2

個人消費
感染症の影響により、持ち直しのテンポが緩やかになってい
る

○百貨店・スーパーは、衣料品に弱さがみられるものの、飲食料品が
堅調であることから、全体としては底堅いものとなっている。

○コンビニエンスストアは、冷凍食品やデザート等に動きがみられるこ
とから、全体としては底堅いものとなっている。

〔愛媛県内地域経済に関する生の声〕

≪百貨店・スーパー≫
○まん延防止等重点措置の適用などもあり、入店客数が減少していた

が、目的買いの顧客が戻ってきており回復傾向にある。

≪コンビニエンスストア≫
○家庭内の需要の高まりが定着し、引き続き冷凍食品の動きがよかっ

た。

個人消費

【出所】経済産業省、四国経済産業局

【出所】経済産業省、四国経済産業局
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個人消費

〔ドラッグストア販売状況（前年同月比）〕

〔家電大型専門店販売状況（前年同月比）〕

○ドラッグストアは、新規出店効果等もあり、飲食料品や日用品に動
きがみられることから、全体としては順調となっている。

○家電大型専門店は、テレビに動きがみられることから、全体としては
順調となっている。

〔愛媛県内地域経済に関する生の声〕

≪ドラッグストア≫
○新規出店や売場改装の効果があり、食品関係、日用雑貨の売れ行

きが良い。

≪家電大型専門店≫
○２０１１年に地上デジタル放送への移行があったこともあり、テレビの

買い替え需要が発生している。

【出所】経済産業省、四国経済産業局

【出所】経済産業省、四国経済産業局
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○ホームセンターは、園芸用品等に動きがみられることから、全体として
は順調となっている。

○乗用車販売は、小型車で前年を下回っているものの、普通車、軽乗
用車で前年を上回っていることから、全体としては前年を上回ってい
る。

○観光は、感染症の影響により、厳しい状況となっている。

○旅行は、感染症の影響により、海外旅行で不調、国内旅行で低調と
なっている。

〔愛媛県内地域経済に関する生の声〕

≪観光≫
○ワクチン接種も進み、秋には例年並みの観光客が戻ることを期待して

いる。

≪旅行≫
○県内の感染者数は６月以降落ち着いているものの、需要は上向いて

おらず４・５月と同様に低く推移している。

個人消費

〔愛媛県の乗用車（新車）販売台数（前年同月比）〕

【出所】四国運輸局

〔ホームセンター販売状況（前年同月比）〕

【出所】経済産業省、四国経済産業局
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〔鉱工業生産指数（3ヶ月移動平均・季節調整済指数）〕

（平成27年=100）

〔愛媛県の鉱工業生産指数（業種別・3ヶ月移動平均・季節調整済指数）〕

【出所】愛媛県

生産活動
持ち直しつつある

○輸送機械は、一定の操業を維持していることから、横ばいの状況にあ
る。

〇汎用・生産用機械は、農業用機械が増加していることから、緩やかに
持ち直しつつある。

〇電気機械は、自動車向けの一部が増加していることから、持ち直して
いる。

〔愛媛県内地域経済に関する生の声〕

≪汎用・生産用機械≫
○農業用機械では、経営継続補助金の効果等もあり需要が高まって

いる。

≪電気機械≫
○世界的な半導体不足を背景に需要が高まっており、フル生産が続い

ている。

生産活動

（平成27年=100）

【出所】経済産業省、愛媛県
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〔愛媛県の鉱工業生産指数（業種別・3ヶ月移動平均・季節調整済指数）〕

【出所】愛媛県

○化学は、繊維原料の需要が増加していることから、持ち直しつつあ
る。

〇非鉄金属は、一定の操業が続いており、横ばいの状況にある。

〇食料品は、業務用で弱さがみられることから、足踏みの状況に
ある。

〇パルプ・紙は、印刷用紙に動きがみられることから、緩やかに持ち
直しつつある。

〇繊維は、産業用の需要が増加していることから、緩やかに持ち直し
つつある。

〇プラスチック製品は、横ばいの状況にある。

〔愛媛県内地域経済に関する生の声〕

≪化学≫
○中国向けの衣料品需要が上昇しており、生産量は増加している。

≪食料品≫
○緊急事態宣言が発出された都市圏を中心に、外食向けが落ち込ん

でいる。

生産活動

（平成27年=100）

【出所】愛媛県
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〔有効求人倍率（季節調整値）〕
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〔有効求人数、有効求職者数 前年同月比（愛媛県）〕

雇用情勢

一部に底堅さがみられるものの、感染症の影響により、弱い
動きとなっている

○有効求人倍率は、緩やかに上昇している。

○新規求人数については、感染症の影響により全体として厳しい。

〔愛媛県内地域経済に関する生の声〕

≪労働局≫
○新規求人数については、感染症の影響により全体として厳しく、特に

「製造業」では前年を下回る状況である。そのような中、「建設業」に
ついては、公共工事が堅調のため前年を上回っている。

≪卸売業、小売業≫
○感染症の影響によるイベントの中止等により、厳しい状況であること

から、従業員の出勤日を減らしている。

雇用情勢

【出所】愛媛労働局

【出所】厚生労働省、愛媛労働局

【出所】厚生労働省、愛媛労働局

〔新規求人数（原数・前年同月比）〕
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〔愛媛県の公共工事前払金保証請負金額（6月累計額）〕
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〔新設住宅着工戸数（前年同月比）〕

公共事業
前年度を上回っている

○前払金保証請負金額（令和３年度６月累計額）でみると、県及び市
町で前年度を下回っているものの、国及び独立行政法人等で前年
度を上回っていることから、全体としても前年度を上回っている。

公共事業・住宅建設

住宅建設
前年を下回っている

○新設住宅着工戸数でみると、持家、分譲で前年を上回っているもの
の、貸家で前年を下回っていることから、全体としても前年を下回っ
ている。

【出所】国土交通省

【出所】西日本建設業保証（株）等

【出所】国土交通省

〔利用関係別着工戸数（愛媛県）〕

前年同期比

6月～8月 9月～11月 12月～2月 3月～5月 6月～8月 9月～11月 12月～2月 3月～5月 (3月～5月)

持　家 1,026 985 824 798 868 914 810 907 13.7%
貸　家 649 576 695 938 852 803 572 612 ▲34.8%
分　譲 301 219 296 153 270 375 217 281 83.7%
合　計 1,976 1,782 1,844 1,937 1,998 2,144 1,867 1,818 ▲6.1%

前期（ 令和元年6月～令和2年5月） 今期（ 令和2年6月～令和3年5月）

※合計は給与住宅を含む
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設備投資・（企業倒産）・（消費者物価）

設備投資
３年度は前年度を上回る見込みとなっている

（企業倒産）
件数、負債総額ともに前年を上回っている

（消費者物価）
前年を下回っている

〔設備投資額 前年度比（愛媛県）〕

※ソフトウェア含む、土地除く

【出所】四国財務局松山財務事務所

〔倒産件数、負債総額（負債額1,000万円以上、愛媛県）〕

【出所】（株）東京商工リサーチ松山支店

〔消費者物価指数（生鮮食品を除く総合：前年同月比）〕

【出所】総務省

※令和元年度は令和2年1-3月期、令和2年度は令和3年1-3月期、
令和3年度見込みは令和3年4-6月期の法人企業景気予測調査結果
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※計数は、季節調整替え、基準改定、速報の確報化、誤計数の判明等により、過去に遡って訂正される場合
があるので、利用される場合は、各発表機関の直近の公表データをご確認ください。

■お問い合わせは
TEL (089) 941-7185
FAX (089) 921-8392
総務課(内線610)又は
財務課(内線630)へ


